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2.3. 運営費交付金・補助金 

国立病院、労災病院、JCHO、公立病院に対する運営費交付金・補助金等は

漸減してはいるものの、最近でも約 6,000 億円である（図 2.3.1）。 

国立病院、労災病院、JCHO の合計は 2015 年度で 389 億円である5。 

公立病院では、他会計（主に一般会計）からの繰入金等に顕著な減少傾向は

みられず、2014 年度において総収益の 13.7％にあたる 5,530 億円が投下され

ている（表 2.3.1）。 

図 2.3.1 主な国立・公立病院に対する運営費交付金・補助金等 
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*各法人の財務諸表および総務省「地方公営企業年鑑」から作成

5 2016 年度の診療報酬改定では本体改定率 0.49％、国費 498 億円。 

「国立･公的医療機関等の経営状況－地域医療構想との関係から－」
（日医総研ワーキングペーパーNo.373）より引用
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表 2.3.1 主な国立・公立病院に対する運営費交付金・補助金等 

（億円）

2011 2012 2013 2014 2015

診療業務収益／運営費交付金収益 9 5 5 4 2

診療業務収益／補助金等収益 24 31 34 38 39

教育研修業務収益／運営費交付金収益 6 6 6 6 1

教育研修業務収益／補助金等収益 0 0 0 0 5

臨床研究業務収益／運営費交付金収益 31 30 32 32 32

臨床研究業務収益／補助金等収益 0 0 3 3 12

その他経常収益／運営費交付金収益 314 258 194 143 102

その他経常収益／補助金等収益 0 0 0 0 0

国立病院 385 332 275 228 194

経常収益／運営費交付金収益 90 81 75 67 69

経常収益／補助金等収益 161 137 128 139 115

労災病院 251 218 204 206 185

診療業務収益／補助金等収益 － － 9 10

介護業務収益／補助金等収益 － － 0.1 0.1

教育業務収益／補助金等収益 － － 0.1 0.4

その他経常収益／補助金等収益 － － 0.2 0.3

JCHO － － 9 10

計 636 550 478 443 389

医業収益／他会計負担金 1,142 1,144 1,134 1,081

医業外収益／国庫補助金 90 75 71 61

医業外収益／都道府県補助金 111 122 126 113

医業外収益／他会計補助金 1,193 1,155 1,117 1,109

医業外収益／他会計負担金 2,856 2,769 2,707 2,638

医業外収益／資本費繰入収益 0 0 0 75

特別利益／他会計負担金 186 178 226 453

公立病院 5,576 5,443 5,383 5,530

合計 6,212 5,994 5,861 5,973 -

*各法人の財務諸表、総務省「地方公営企業年鑑」から作成

未公表

勘定科目／補助金・負担金
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2.4. 政府出資金 

国立病院・労災病院・JCHO への政府出資金は 2015 年度末で 4,376 億円で

ある（図 2.4.1）。 

国立病院は、政府が必要があると認めたときに追加出資をすることができる

ようになっており6、最近では 2008 年度、2010 年度に増資されている。 

図 2.4.1 国立病院・労災病院・JCHO への政府出資金 
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*各法人の財務諸表および総務省「地方公営企業年鑑」から作成

労災病院は、労働保険特別会計から、政府出資金に加え有形固定資産等があ

り 2014 年度末で 1,604 億円が出資されている（表 2.4.1）。 

JCHO は、年金特別会計から、政府出資金に加え前身組織からの引き継ぎ資

産等があり 2014 年度末で 4,283 億円が出資されている（表 2.4.2）。 

6 独立行政法人国立病院機構法 第 6 条 
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表 2.4.1 労災病院への政府出資 

（独）労働者健康安全機構 （億円）

2014 2015

資本金 政府出資金 1,464 1,457

資本剰余金 固定資産(建物等)の取得 539 538

繰越欠損金 -496 -575

純資産（自己資本）計 1,507 1,420

*独立行政法人労働者健康安全機構「財務諸表」から作成

労働保険特別会計　労災勘定

2014 2015

独立行政法人労働安全衛生総合研究所出資金 97

独立行政法人労働者健康福祉機構出資金 1,507

計 1,604

*国の決算書から作成

未公表

表 2.4.2 JCHO への政府出資 

（独）地域医療推進機構 （億円）

2014 2015

資本金 政府出資金 855 855

資本剰余金 3,625 3,624

利益剰余金 繰越欠損金 -11 -9

純資産（自己資本）計 4,469 4,470

*独立行政法人地域医療推進機構「財務諸表等」から作成

年金特別会計

2014 2015

厚生年金勘定　独立行政法人地域医療機能推進機構出資金 1,496

健康勘定　独立行政法人地域医療機能推進機構出資金 2,787

計 4,283

*国の決算書から作成

移行に係る不動産評価差額等

未公表
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2.5. 税負担 

国立および公立医療機関は非課税、公的医療機関（公立以外）は収益事業の

み課税、民間医療機関（医療法人）は基本的に課税である（図 2.5.1）。 

本稿では医業利益をベースに示してきたが、国立・公的医療機関等と民間医

療機関等とでは、当期純利益（損失）には税負担分の差が生じる。中央社会保

険医療協議会「医療経済実態調査」（2015 年）の結果では、医療法人では売上

高（医業・介護収益）の 0.8％が税負担である（図 2.5.2）。 

図 2.5.1 医療機関の主な課税（法人税等） 

医療機関の主な課税（法人税等）

開設主体
（主なもの）

国税 地方税

法人税 住民税 事業税

国・独立行政法人 課税なし 課税なし 課税なし

都道府県・市町村・地
方独立行政法人

課税なし 課税なし 課税なし

公的（日赤・済生会・厚
生連など）

収益事業課税
医療保健業は除外

収益事業課税
医療保健業は除外

収益事業課税
医療保健業は除外

医療法人
（社会医療法人・特定医
療法人を除く）

課税 課税
課税

社会保険診療は非課税措置、
自由診療は軽減税率適用
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図 2.5.2 売上高（医業・介護収益）に対する税金の比率 
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*中央社会保険医療協議会「第20回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告－平成27年実施－」から作成。

公立には地方独立行政法人を含む。
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総務省「地方公営企業年鑑」第２章６病院事業より引用（図表等一部省略） 

４．他会計繰入金 

 他会計繰入金は 6,959 億 22 百万円で、前年度（7,285 億 51 百万円）に

比べ 326 億 29 百万円、4.5％減少している。このうち、収益的収入分は

4,976 億 19 百万円で、前年度（5,356 億 52 百万円）に比べ 380 億 33 百円、

7.1％減少しており、収益的収入の主なものは、救急医療、精神科病院、

リハビリテーション医療などの不採算医療及び周産期医療などの高度・特

殊医療に対する繰入金となっている。また、資本的収入分は 1,983 億２百

万円で、前年度（1,928 億 99 百万円）に比べ 54 億３百万円、2.8％増加

しており、資本的収入の主なものは、建設改良のための企業債償還金及び

企業債を充当しない建設改良費に対する繰入金となっている。 

 また、１床当たりの他会計繰入金は 3,756 千円で、前年度（3,876 千円）

に比べ 120 千円、3.1％減少している。これを経営主体別にみると、１床

当たりの繰入額が最も大きいのは都道府県立 5,184 千円、次いで、指定都

市立の 4,212 千円であり、町村立 4,021 千円、組合立 3,164 千円、市立

3,047 千円の順となっている。 

 収益的収入に占める繰入金の割合は、12.3％（前年度 13.2％）となっ

ており、これを経営主体別にみると、町村立 22.6％、都道府県立 15.8％、

指定都市立 12.7％、市立 9.8％、組合立 9.1％の順となっている。資本的

収入に占める繰入金の割合は、34.7％（前年度 33.5％）となっており、

これを経営主体別に見ると、組合立 43.1％、指定都市立 36.5％、町村立

35.0％、市立 33.9％、都道府県立 32.4％の順となっている。 
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他会計からの繰入状況（１）年度別推移（図表一部省略）

(単位：1床当たり繰入金は千円、それ以外は百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

(a) 537,634 524,638 518,489 535,652 497,619

負 担 金 399,761 391,320 384,158 371,941 373,251

補 助 金 119,289 115,511 111,697 110,909 109,036

資 本 費 繰 入 収 益 - - - 7,508 -

特 別 利 益 18,584 17,806 22,634 45,296 15,333

(b) 194,185 178,662 198,009 192,899 198,302

出 資 金 94,561 78,719 95,952 73,761 65,909

負 担 金 80,477 83,429 87,000 104,152 116,576

借 入 金 11,888 10,194 7,968 6,121 6,214

補 助 金 7,259 6,319 7,090 8,865 9,602

計　(a)+(b)  (c) 731,819 703,299 716,498 728,551 695,922

(d) 3,951,468 3,942,866 3,955,440 4,046,820 4,054,175

(e) 535,085 563,558 573,864 576,013 570,954

(a)/(d) 13.6% 13.3% 13.1% 13.2% 12.3%

(b)/(e) 36.3% 31.7% 34.5% 33.5% 34.7%

(c)/(d) 18.5% 17.8% 18.1% 18.0% 17.2%

2,680 2,675 2,667 2,850 2,685

( う ち 特 別 利 益 ） (93) (91) (116) (241) (83)

968 911 1,018 1,026 1,070

3,648 3,586 3,685 3,876 3,756計
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